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Ⅰ　私の歩んだ道
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医療活動33年間（1980～2013年）の内訳

≪ 地域包括ケア（医療・介護）システム　》　を仕上げたこと。

へつぎ病院 (188床) 　　　　　サテライト診療所3か所

老人保健施設(100/28床)　　健診・健康増進センター

居宅介護支援事所　　　　　　訪問看護ステーション

院内保育所 　　　　　

訪問介護ステーション　　　　戸次・吉野地域包括支援センター　

病児保育　　　障害児デイサービス　　有料老人ホーム　

　私の信条は、《 人の命と暮らしと人権を守る 》　こと。

　医療活動の原則も、《人の命と暮らしと人権を守る≫こと。

　　　　以下の施設を造り、大分県での地域包括ケアのモデルを創った。

3



Ⅱ　日常診療以外の活動　– 1 -

１　注射による筋短縮症問題

 1973年秋、山梨県で、膝が曲がらない、正座ができない

　　　　　 多数の子供が集中発生。

　　　　数か月後、「注射による筋短縮症自主検診調査団」

　　　　が結成され、全国的に検診が展開された。　　

　　　　その結果、1万数千人の被害者が発掘された。

 その分析から、短縮症は、筋肉注射の濫用と注射製剤の

　　　　　 人体有害性・薬価システムによるものと解明（1976年）。

 国及び小児科学会・整形外科学会はこの筋短縮症は

　　　　　 先天性だと考えていたが、筋肉注射による

　　　　　 医原性疾患であると認めた。
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　Ⅱ　日常診療以外の活動　– 2 -

２　未熟児網膜症問題

 1980年ごろまで、国と眼科学会は、未熟児膜症は、

　　　　《 網膜が未熟なために発生し失明する 》 としていた。

 未熟児に高濃度の酸素投与によって

　　　　網膜症が誘発されるという仮説のもとに、

　　　　　「未熟児網膜症から子供を守る親の会」と東大小児科

　　　　若手グループとが連携して、現に網膜症にかかっていた

　　　　子供たちの保全されたカルテ162症例を解析し

　　　　この仮説を証明した。

 国と眼科学会は、未熟児網膜症は、先天性ではなく、

　　　　高濃度の酸素の投与による医原性疾患であると認めた。
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Ⅱ　日常診療以外の活動　-3-

３　脳死臓器移植問題

6



Ⅱ　日常診療以外の活動　– 4 -

 2010年1月17日に臓器移植法が改正された。法改正前は

　　　　　13年間でわずか86例であったが、法改正以降は、

　　　　　脳死臓器移植は年間100例前後に達している。 
 2010年改正の要点は、

　　　 　 ①　遺族の同意で臓器摘出が可能となった。

　　　　　②　15歳未満の子供からも臓器は摘出できる。

　　　　　③　親族に臓器を優先して提供することができる。

 心停止後に移植できる臓器は、

　　　　　膵臓・腎臓・眼球に限られていた。

　　脳死移植できる臓器には、これらの臓器に加え、

　　　　　心臓・肺・肝臓・小腸が提供できるため、

　　　　　移植総件数は総体としては増加している。

 心停止後を含めた2015年以降の臓器移植は、年間総計

 　　　300例を超えている。
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 大分県病院協会　副会長

 地域医療研究会　代表世話人

 労働者住民医療機関連絡会議　議長

 日本病院協会　理事

 医学生が卒業後の研修２年間無給であったもの

　　　 を有給にすることを厚生労働委員会で参考人

　　　 として意見陳述し、それを契機に2004年より

　　　 有給制度が始められた。

Ⅱ　日常診療以外の活動　- 5 -

４　医療団体での活動
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　　　　Ⅲ　放射線による健康障害　　- 1 -
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Ⅲ　放射線による健康障害　　- 2 -
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Ⅲ　放射線による健康障害　　- 3 -

《 福島第一原発の過酷事故でもたらされた健康障害の種々層 》
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こどもの甲状腺がんを否定する国
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Ⅲ　放射線による健康障害　　- 4 -

〈 出典：小児科学会・討議資料 「福島原発事故後、流産・乳児死亡率、周産期死亡率が増加　― ドイツ・日本の共同研究で明白に！― 」医療問題研究会,2017.4.14発行〉

汚染された福島県、群馬県、茨木県、岩手県、宮城県、栃木県（６県）の周産期死亡のトレンド

下の図表と次のスライドを参照すれば、福島の原発事故の年の周産期死亡

が他県のそれと比べると明らかに増えていることがわかる

高度汚染６県の周産期死亡率
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Ⅲ　放射線による健康障害　　- 5 -

〈 出典：小児科学会・討議資料 「福島原発事故後、流産・乳児死亡率、周産期死亡率が増加　― ドイツ・日本の共同研究で明白に！― 」医療問題研究会,2017.4.14発行〉

 中レベルに汚染された３つの都県 （千葉、埼玉、東京） と高レベルに汚染された６つの県 （福島、
 群馬、茨木、岩手、宮城、栃木） を除いた日本の道府県における周産期死亡のトレンド

汚染がない軽度36道府県の周産期死亡率
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Ⅲ　放射線による健康障害　　- 6 -
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Ⅲ　放射線による健康障害　　- 7 -
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Ⅳ　放射線による健康障害を隠す動き　　- 1 -

の開設

１　広島・長崎で亡くなった方々および生き残った被爆者に関する

　　　　すべての医学的データは敗戦後アメリカに持ち去られた。

２　ビキニ環礁事件に巻き込まれた日本人漁師・船員の健康障害の

　　　　　　　実態について、医学教育の中で語られたことはない。

　　　　彼らの健康障害の一部が公開されたのは、何と事件30年後の

　　　　1984年で、その全容が公開されたのは、さらに30年後の

　　　　2014年3月のことでした。

　　　　2020年7月、日弁連は、第5福竜丸事件に関して、元船員らの

　　　　健康障害に対する救済措置を求める意見書を内閣総理大臣

　　　　と国会に提出。

３　第五福竜丸事件を契機に、
　　　　1954年　国連内に、UNSCEAR
　　　　1957年　放射線医学総合研究所（旧 放医研）
　　　　　　　　　　（2022年4月1日に量子科学技術研究開発機構

　　　　　　　　　　　　　　　　　量子生命・医学部門放射線学研究所に改組される） 17



Ⅳ　放射線による健康障害を隠す動き　- 2 -
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Ⅳ　放射線による健康障害を隠す動き　- 3 -
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Ⅳ　放射線による健康障害を隠す動き　- 4 -
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Ⅴ　裁判所に望む
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